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令和９年度予算原案作成方針について（通知） 

 

１ 決算状況 

 

(1) 水道事業 

令和７年度決算における事業経営の状況は，水道料金収入は前年度比で０．４％

増となったが，これは調定件数の増加に伴う使用水量の増加によるものである。

水道使用量を比較すると，工事用，官公署用で水量が減少しているものの，一般

家庭で水量が増加しており，減免前の水道料金収入で比較すると０．５％の増と

なった。 

(2) 公共下水道事業 

令和７年度決算における事業経営の状況は，下水道使用料収入は前年度比で０．

２％増となったが，これは，調定件数の増加に伴う使用水量の増加によるもので

ある。下水道使用量を比較すると，病院用，学校用で水量が減少しているものの，

一般家庭用，営業用，官公署用で水量が増加した。 

 

２ 今後の見通し 

 

事業収入の根幹をなす上下水道料金収入は，今後も人口の微増が見込まれている一

方で，家庭用の平均水量が減少傾向となっていることから，大幅な増加を見込むこと

が難しい状況にある。日本経済の状況も，８月の「月例経済報告」において，「景気

は、緩やかに回復しているが、中東情勢や自然災害の影響を注視する必要がある。先

行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えるこ

とが期待されるものの、中東情勢や自然災害の影響を注視する必要がある。また、金

融資本市場の変動の影響などに注意する必要がある。」とされている。「経済財政運

営と改革の基本方針２０２６」においては，「我が国経済の現状をみると、2025 年

度の名目ＧＤＰは４％超の増加となり、物価高に押されながらも実質ＧＤＰは 0.8％



増加した。世界経済を取り巻く環境が大きく変動する中、企業所得は堅調に推移、雇

用者所得も名目・実質共に増加しており、所得の増加が消費や投資を生み出す民間主

導の循環が生まれつつある。しかし、中東情勢を始めとして、我が国経済の先行きに

大きな影響をもたらし得る海外のリスク要因は引き続き存在している。」とされてい

る。また，日常生活の節水意識の高まりからも使用水量の増加を見込むことは難しい

状況にある。今後も物価や労務単価の上昇による各種費用の増加が想定される中，水

道事業会計においては北千葉広域水道企業団からの受水費単価が，公共下水道事業に

おいては流域下水道維持管理費負担金単価が，それぞれ増額改定されることが想定さ

れるところである。 

これらの状況を踏まえると，物価上昇を見込んだ事業運営を行いつつ，水道施設再

構築基本計画や水道管路施設耐震化計画，下水道ストックマネジメント計画に基づい

た，各上下水道施設の計画的な更新が必要であることから，既存事業の合理的見直し

による効果的な支出及び補助金収入等の積極的な確保に努めることで，より経済性・

効率性が発揮されるよう，次の基本方針に基づいた予算編成を進めることが求められ

る。 

 

３ 予算原案作成の基本方針 

 

上下水道事業における共通の課題は，令和８年３月に策定した第３次八千代市水道

事業経営戦略及び第３次八千代市公共下水道事業経営戦略に「水道事業の運営基盤の

向上」及び「公共下水道事業の運営基盤の向上」として掲げているとおりであり，   

長期的にみると人口及び水需要の減少の影響は免れない状況にある中で，上下水道 

施設の更新は物価高騰の影響を受けるため，いかに内部留保資金を確保し，事業を継

続的・安定的に運営できる基盤を築くかという点にある。 

そこで，予算編成に当たっては，将来に過度な財政負担を残さない堅実な財政運営

に向けて，事業経営の基本である財政基盤の強化を図りつつ，事業の持続性及び受益

者へのサービスの向上を図るため，既存事務事業の合理的見直しを行い，事業規模の

適正化等，真に必要となる経費を精査した上で予算原案を作成するものとする。 

水道事業においては，第３次八千代市水道事業経営戦略に従って投資の合理化を 

図りつつ，将来の水需要に対応する安定水源の確保・保全及び水運用に取り組むと  

ともに，限られた財源を効果的に活用するためにも，従来以上に優先順位を見極め，  

確実に事業の執行に取り組むことにより，施設の更新等における物価高騰の情勢に 

対応していくものとする。また，多額の資金を要する施設の更新等に対応するための

企業債は，規模の適正化並びに事業手法の見直しを実施したうえで，将来に過度な負

担を残さないよう発行の抑制に努める。なお，濁り水等事業執行における事故は，水



道利用者が不便，不利益を被るだけでなく，経営面でも大きな損失が発生することか

ら，同様のことを繰り返さぬよう，事前の綿密な計画と慎重な機械操作等，細心の注

意を払って対応する。 

公共下水道事業においては流域下水道維持管理費負担金単価の引き上げにより，当

年度純利益の確保が困難であることから，従来以上に優先順位を見極め，効率的な事

業の執行に取り組む必要がある。また，下水道ストックマネジメント計画に基づく点

検・調査の結果，下水道施設の更新等に多額の資金を要することが想定されるため，

計画的な内部留保資金の確保に努めることとし，効率化や事業手法の見直しを含めた

施設の維持管理計画の策定や，計画的な執行に努めることとする。 

令和９年度上下水道事業会計の予算は，上記の点に留意した経営を行うことを念頭

に，以下の基本的事項により編成することとする。 

 

【基本的事項】 

 

（１）収入については，受益及び負担の公平性の原則に基づき，適正な負担を求めて

いくこととする。 

ア 水道料金及び下水道使用料は，ともに水道事業及び公共下水道事業の収入

の根幹をなすことから，詳細に使用水量等の動向を把握し，積算すること。

また，収納率の維持・向上に努めるとともに，滞納が発生しないように徴収

事務を行うこと。 

イ 負担金等は，事業収益，資本的収入とも適正な積算の下，確実に収入する

よう努めること。 

 

（２）支出については，既存事業の成果を十分に検証・評価し，以下に掲げるとおり

事務事業全般の見直しを行うこと。 

ア 第３次経営戦略のありかたを理解したうえで，長期的な視点に立ち，予防

保全や延命化などといったアセットマネジメントの考え方を明確にすると

ともに，その実施に当たっても複数手法の比較検討を行いながら，計画的な

事業の実施と最大限の費用の効率化に努めること。 

イ 第３次経営戦略実施計画に掲げる事業では，計画に位置付けられた事業で

あっても，その理由だけで漫然と予算を計上せず，緊急性や必要性を充分に

検証すると共に，計画的な執行により工期の延長や費用の増大が生じること

がないようにすること。 

 

 



（３）第３次八千代市水道事業経営戦略及び第３次八千代市公共下水道事業経営戦略

を踏まえ，事業の将来展望を明確にするとともに，社会情勢にあわせて変化す

る補助要件等を的確に把握し，事業計画，事業手法の見直しを行う等，職員一

人ひとりが公営企業の経営を意識し，そのための自助努力を行うこと。 

 

（４）令和８年度に行った組織改正により，一層の効率的な経営が求められることか

ら，業務の外注を推進することで市民サービスの向上を図りつつ，一層の効率

化を図ること。 

 

（５）効率的な執行体制の確立と職員の能力・資質の向上を図ること。 

ア 限られた人的資源で事業を執行し，健全かつ安定的な事業経営を継続する

ためにも，ＡＩ等の活用による業務効率化，生産性の向上に努め，働き方改

革を推進すること。 

イ 上下水道局の総合力を高めるため，柔軟な発想や広い視野，豊富な知識を

有する職員となるべく，研修の機会をより活用する等一人ひとりの能力・ 

資質の向上を図ること。 

 

（６）国土交通省は上下水道管路の一体的な耐震化や上下水道管路の老朽化対策とし

て，補助金や交付金の拡充を想定していることから，これら補助金等の活用に

ついて積極的に検討すること。 

 

（７）水道事業については，各計画の改定に合わせ，老朽化した水道施設の更新を着

実に進め，所要の経費を見込むこと。 

公共下水道事業については，埼玉県八潮市の道路陥没事故を教訓として，引き

続き下水道ストックマネジメント計画に基づく点検・調査，下水道施設の更新

を着実に進めるほか，陥没等で多くの影響が見込まれる施設への対応等，所要

の経費を見込むこと。 

 

（８）令和８年８月千葉豪雨による浸水被害については，被害状況の検証を行い，近

年の気象状況をみると今回の豪雨以上の降雨も想定されることから，浸水被害

軽減を目的とした雨水流出抑制対策を関係部署と連携し推進するとともに，雨

水監視設備などの機能強化に関する経費を見込むこと。 

 

（９）決算審査における要望事項へ的確な対応を図り，より一層の効率的かつ計画的

な事業運営に努めること。 


